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Ⅰ　はじめに－本報告の課題－

北海道農業の構造的特質について整理しておく
と、第 1 に日本の食料基地として大きな位置を占
めており、とくに加工原料の生産に特化している。
畑作三品目（小麦、てん菜、馬鈴薯）、豆類（大豆、
小豆）、乳製品（脱脂粉乳、バター、生クリーム、
チーズ、飲用乳）が加工原料供給としての位置づ
けをしている。

第 2 に経営規模の大規模性ということで、　後
継者不在による離農が顕著に進んでいる。投資に
次ぐ投資で、農地の取得や機械化、設備投資への
資金対応が行われている。

第 3 に海外輸入農産物との競争と政策支援とい
うことで、需給動向による価格変動があるが、各
種の流通制度や需給調整制度、例えば麦は民間流
通に移行しているが、てん菜であれば糖価調整制
度、乳製品であれば加工原料乳生産者補給金制
度といった需給調整制度注１）が機能している。海
外との農産物との競合があるが、経営所得安定対
策等による農業政策や制度によって支えられてい
る。

本報告の課題は、第 1 にコロナ禍がもたらした
畑作農業、酪農業への影響について、とくにコロ
ナ禍による 2019 年度以降の農畜産物の需給動向
とコロナ禍による需要・消費の減少による影響を
確認することである。第 2 に地域農業への影響に
ついて、十勝に次ぐ畑作農業・酪農地帯であるオ
ホーツク地域を対象にして影響の実態を明らかに
する。オホーツク地域は酪農・畑作・野菜作と様々
な地域農業が展開しており、北海道農業の縮図と
しても捉えることができる。具体的にはきたみら

い農協とオホーツクはまなす農協へのヒアリング
調査の結果に基づいた報告を行う。第 3 にコロナ
禍がもたらす連続性と不連続性といった問題提起
について、コロナ禍が地域農業にもたらした影響
や今後の展望について考察する。

注１）�指定団体を中心とした生乳の需給調整につ
いては、小田［2］を参照のこと。

Ⅱ�　各品目の需給動向とコロナ禍による
影響

これまでコロナ禍による農畜産物への影響につ
いては、2020 年度以降における緊急事態宣言の
発令に伴う外出自粛による飲食店や観光業界へ影
響、家庭内需要（巣ごもり需要）の増加に伴う全
体的な消費の停滞や農畜産物の在庫の増加への影
響が指摘注２）されている。

北海道農業においても全体的な消費の停滞、農
畜産物の在庫の増加による影響が、とくに 2019
年度以降の状況について、2021 年 6 月 12 日の「北
海道新聞」の報道注３）においても、小麦の期末在
庫が大きく増加していることや品種によって指標
価格の変動が起こっている。乳製品も脱脂粉乳や
バターの在庫が増加している。たまねぎについて
は、きたみらい農協の事例でも触れるが、ホクレ
ンが出荷期間の延長や台湾への輸出対策で需給調
整をするなかで、2020 年産は価格が暴落したが、
その後の状況は落ち着きをみせている。

表 1 は、北海道農協基本農政対策本部資料（2021
年 5 月 28 日）をもとにまとめた各品目の需給状
況注４）を示したものとなっている。
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小麦については、民間流通麦の大手製粉メー
カーへの売り先の確保はできているが、受け渡し
が遅れている状況となっている。今年の 2021 年
産は 2 年連続で豊作基調というなかで、販売予
定数量が 85 万トンで増加しており、購入希望数
量の約 80 万トンを上回る事態注５）になっている。
主要品種である「きたほなみ」は、販売予定数量
が購入希望数量を上回っていて、需給のミスマッ
チが起こっている。

てん菜は、砂糖の消費の減少が以前からあり、
2919 砂糖年度の期末在庫（2020 年 9 月末）が 17
万 8 千トンに達しており、適正在庫量は 8 万 5 千
トンと言われているが、その 2 倍に膨れ上がって
いる。さらに 2020 砂糖年度の期末在庫量も 2．5
倍程度になる見通しとなっている。

馬鈴薯は、澱粉用で観光やイベントの機会が失
われることで消費が減少している。異性化糖、清
涼飲料水の生産量や片栗粉、お土産用の生産量が
減退しているということで、影響が顕著になって
いる。ただし、今年は干ばつ気味で、馬鈴薯の
生産量が減少しているので、次年度への繰越が

2020 年度の 3 万 9 千トンから 3 万トンへと減少
するという見込み注６）になっている。

馬鈴薯の生食用は、品薄、不作であったなかで
家庭内需要が高まるなかで、値段は非常に高値で
推移している。加工用は、ポテトチップスが巣ご
もり需要のなかで販売が好調で供給不足に陥って
いる。コロッケやサラダ向けは業務用の需要が低
迷して厳しい販売状況になっている。

小豆は、お土産・贈答用の需要が失われて、和
菓子需要が減少して在庫が急増している。次期へ
の繰越が 54 万俵から 80 万俵になる見込みで、か
なり大きな繰越在庫が発生する見込みとなってい
る。そのなかで消費拡大策や輸入小豆からの国産
への切り替えを業界で取り組み、井村屋、山﨑製
パンなどの商品は北海道産の原料に切り替わって
きているなかで、2021 年度産の消費は回復傾向
にある状況注７）となっている。

牛乳・乳製品について、飲用乳向けは巣ごも
り需要の減退で減少の予測であったが、生乳生産
量は北海道では一頭当たりの乳量や飼養頭数が増
加しているので、生産量が増加している。乳製品

表１　各作目需給の状況

資料：北海道農協基本農政対策本部資料（2021 年 5 月 28 日）をもとに作成。
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前年度比で 18％増加の見通し。乳製品は、
2020 年度の期末在庫はバターが前年度比
で 34.9％増、脱脂粉乳が 6.3％増。タマネ
ギは、業務用比率が 6 割を占め、2020 年
度にホクレンが出荷期間延長や台湾への輸
出などの対策を行い、2021 年 4 月の市場
価格は 79 円 /kg と落ち着いている。

注４）�北海道農協基本農政対策本部［５］を参照
のこと。

注５）�ホクレン［６］および農林水産省［９］を
参照のこと。

注６）農林水産省［８］を参照のこと。
注７）�ホクレン［７］を参照のこと。ホクレンで

はメーカーとの複数年契約栽培を拡充する
などの対応を行って面積の維持を図ってい
る。

注 8）�コロナ禍におけるホクレンの生乳受託販売
の対応については、篠永［４］を参照のこと。

向けは業務用回復が見込まれているものの、基本
的な生産量が増加しているなかで、脱脂粉乳やバ
ターの在庫が増加する見込み注８）になっている。

こういった状況のなかで、全体として農畜産物
の在庫が増加する傾向になっている。

注２）�コロナ禍が日本農業および食・フードシス
テムにもたらした影響については、小池

［３］を参照のこと。
注３）�2021 年 6 月 12 日の「北海道新聞」では、

以下の報道が行われている。コメの相対
取引価格は、「ななつぼし」「きらら 397」
が業務用の需要減少で低下傾向。小麦は、
2020 年度の期末在庫が前年度比で 48％
増加。2021 年産の指標価格は「きたほな
み」（主にうどん用）で、前年比で 15％安。

「ゆめちから」（主に中華麺としても）は
14.1％安。「春よ恋」（主にパン用）は 3.5％
高。ビート糖は、2020 年度の期末在庫は

表２　北海道農業に占めるオホーツク農業の割合

資料：農業センサス、農林水産統計年報　各年次
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設の現状を示している。糖業メーカーが 3 社、で
ん粉工場は５工場あるが、オホーツク網走農協が
2021 年度で閉鎖することとなっており、４工場
へ集約される。乳業メーカーの工場は３社となっ
ている。

小麦は網走港に小麦の集出荷施設が整備され、
船便で本州の製粉メーカーへ輸送する体制になっ
ている。また、2018 年度からはオホーツクビー
ンズファクトリーが稼働しており、豆類の作付が
十勝に比べて少ないが、合理的な輪作の構築注９）

に向けた豆類の増産を見込んでいる。
このような状況のなかで、オホーツク地域にお

ける農畜産物生産の特徴は、地域毎に異なる農業
経営形態が展開しており、北部・西部の紋別市を
中心とする酪農地帯、中央部の北見市を中心とす
る畑作・たまねぎ作地帯、東部の網走市を中心と
する畑作三品地帯となっている。表４は、主要品

Ⅲ�　オホーツク農業の生産・加工・流通
と地域農業への影響

1．オホーツク農業の生産・加工・流通の現状
表 2 は、北海道農業に占めるオホーツク農業

の割合を示している。オホーツク地域は畑作農業
では十勝に次ぐ産地となっており、耕地面積を比
べると十勝が 22.3％、オホーツクが 14.5％となっ
ており、農家戸数や農業経営体数などで見ても十
勝に次ぐ数値となっている。農畜産物の特徴や違
いに着目すると、豆の収穫量は十勝が圧倒的に高
い割合を占めている。オホーツクでは、たまねぎ
の収穫量が道内の約 6 割を占めている。乳用牛や
肉用牛の飼養頭数においても十勝のウエイトが高
い。農業産出額においても同様の傾向になってい
る。

表３はオホーツク地域の主要な加工・流通施

表３　オホーツク地域における主要加工・流通施設

資料：北海道オホーツク総合振興局農務課資料より作成。

表４　オホーツク地域における地域別農業産出額割合

資料：農林水産省「市町村別農業産出額（推計）」2019 年度より作成。
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産乳量の増産や自給飼料対策、労働力としての酪
農ヘルパー対策が重点課題となっている。そして
両農業に共通した課題としては、労働力の減少に
対応した後継者対策や担い手確保の問題が挙げら
れている。

表 5 に示した「農林業センサス」で 2005 年か
ら 2020 年の動向を見ると、オホーツク地域の農
業経営体は、平均でマイナス 11.5％、マイナス
11.6％、マイナス 13.5％で推移している。農業地
域別で見ると、東紋農業地域と西紋農業地域の減
少率がオホーツク平均を大きく上回る減少率と
なっており、農業の担い手不足が深刻であること
が分かる。一方、斜網農業地域はオホーツク平均
を下回る減少率で推移している。農業経営体の減
少は規模拡大に直結するが、酪農が盛んな西紋農
業地域では労働力問題がより深刻であることが伺

目別の農業産出額をエリア別に示しているが、斜
網農業地域・北見農業地域・東紋農業地域・西紋
農業地域のそれぞれにおいて異なる特徴を示して
いる。

オホーツク地域には全 14 農協の組合長で組
織されるオホーツク農業協同組合長会があるが、
2014 年 6 月に「オホーツク農業の振興方策」を
示しており、畑作農業と酪農畜産でそれぞれ重点
課題を整理している。畑作関係では、麦類が過作
傾向にあるという問題に対して合理的輪作体系
の確立のために豆類の振興を図る目的から、先に
触れたビーンズファクトリーの整備に繋がってい
る。また、網走市において 2015 年 8 月にジャガ
イモシロシストセンチュウが国内で初めて検出さ
れたことにより、こうした土地利用問題が重点課
題の一つになっている。酪農畜産関係は、生乳生

表５　オホーツク・市町村別の農業経営体の推移
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たものが 20 万円くらいになっている。加工用は
約 3 割を占めているが、ポテトチップスは巣ごも
り需要により、メーカーからの引き合いが強く、
生食の規格外を求められるほどである。加工用の
サラダは需要が減退したが、コロッケに加工する
などして量販店向けにシフトすることで影響を緩
和している。

たまねぎは、2020 年産は豊作で価格が暴落し
たが、2021 年産は不作によって均衡がとれてき
た。たまねぎの消費そのものはコロナ禍において
も落ちていない。用途別では生食用が約 7 割、加
工・業務用が約 3 割となっている。また、きたみ
らい農協では、2019 年度にたまねぎ集出荷施設・
冷蔵貯蔵施設の投資をして出荷期間の長期化（従
来は 4 月迄であったものを 6 月迄延長）すること
で需給調整を行いながら、消費地での倉庫保管も
行いながら、大きな価格の暴落を緩和できている。
さらには、20 年産は海外輸出（台湾、韓国）へ
振り向けることで国内需給を調整している。一方
で、業務用の玉ねぎ（ホテル向けの赤玉ねぎ等）
が影響を受けたが、全道共計のなかで加工用と隔
離して対応して、結果的に大きな影響にはならな
かった。

第 2 に、酪農地域のオホーツクはまなす農協（紋
別市、滝上町、西興部村の 4 農協が 2001 年に合
併）は、組合員戸数　99 戸で、国の増産方針に
沿って生産拡大を続け、畜産クラスター事業にも
積極的に取り組み、生乳生産量は 2020 年度に 10
万トンを突破し、農協の取扱高は 135 億円へと右
肩上がりに増加している。畜産クラスター事業で
は、規模拡大に合わせて牛舎の増築や搾乳ロボッ
ト（省力化）の導入が見られ、経産牛 200 頭以上
の経営等で約 3,000 万円クラスの投資が行われて
きた。

労働力の課題について、地域の人口減少・高
齢化が進み、酪農経営の規模拡大と同時に常時雇
用の確保が困難化しており、2002 年頃から外国
人労働者（技能実習生）の受入を開始している。
2013 年くらいから急増し、2017 年には 100 名を
超える。当初は中国人であったが、2015 年頃か
らベトナム人へと移行し、2019 年の特定技能制
度の下で外国人労働者が増加していった。

える。後述するようにこれらの地域では労働力不
足に対応して外国人労働力を雇用している。

雇用労働力の労働力需要も経営形態によって違
いが見られ、畑作・野菜作が中心の北見農業地域
や斜網農業地域では臨時雇用、酪農が中心の西紋
地域では常時雇用が多い。

このようなそれぞれの地域課題を抱えているな
かで、2020 年度以降のコロナ禍による影響を見
ていきたい。

2．地域農業におけるコロナ禍の影響
第 1 に、畑作・野菜作地域のきたみらい農協（北

見市・訓子府町・置戸町の 8 農協が 2003 年に合
併）は、組合員戸数 928 戸でもともと水田・畑作
複合地域であったが、水稲から玉ねぎへの転換が
進み、日本最大の玉ねぎ産地を形成している。農
協の取扱高は年間約516億円のうち約209億円（約
40％）をたまねぎが占めている。地域農業の高齢
化も進んでおり、複数戸法人の育成にも積極的な
農協である。きたみらい農協の販売高の数字は、
翌年にまたいで精算する品目があるため、2019
年から 2020 年の数字の変化が把握できていない。

品目別で動向を見てみると、小麦は 2021 年産
が豊作で、「きたほなみ」の指標価格は 2020 年産
の 64,313 円から 21 年産で 54,698 円、22 年産で
49,742 円となっており、徐々に指標価格が低下し
ている。製粉会社への受渡進度は、8 月時点で 20
年産の 68.3% に対して 21 年産は 58.3％となって
おり、10％の進度が遅れている。売り先は確保さ
れているが、物流がストップしているため、倉庫
保管料が余計に経費としてかかっている。

てん菜は、2021 年産は産糖量が全道 64 万トン
を超える可能性があり、委託加工に回る分が出
てくると品代（生産者手取り）が減少するので農
家への収入にも影響が出てくる見通しとなってい
る。

馬鈴薯は、2021 年産は干ばつ等で全道的に不
作であった。用途別では、生食用が約 6 割を占め
ているが、市場・仲卸・量販店を経て関東・中京
圏に出回っているが、消費が増加しており、品薄
のなかで、相場価格は上昇して「特需」状態にな
り、生産者手取りで 10a 当たり 11 万円くらいだっ
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オホーツク農業協同組合長会［１］を参照
のこと。

　
Ⅳ　おわりに　

第 1 にコロナ禍による畑作農業、酪農業への影
響については、全体的な消費の停滞が農畜産物の
在庫を増加させていることで、品目によって対応
が変わっている。小麦は指標価格の低下、てん菜
は砂糖の在庫増加による影響が今後、農業経営に
徐々に年度をおいてタイムラグをおいて影響して
くると考えられる。小麦はコロナ禍による直接的
な消費構造の変化による影響が大きいが、てん菜
は元々の消費低迷の課題のなかで、コロナ禍によ
る影響が追い打ちをかけた構造になっている。た
まねぎはホクレンが流通対策を実施するなかで、
影響が緩和されているが、向こう 2 年くらいは在
庫の問題が解決しないだろうという声が聞かれ
た。

生乳・乳製品は脱脂粉乳やバターの在庫が高
まっており、生乳生産量も今後の増加が見込まれ
ていることから、当面は過剰基調が続くのではな
いかと考えられる。そのなかで乳価が下落すれば、
畜産クラスター事業で大型投資を行ってきた酪農
経営への影響が顕在化してくると考えられる。

第 2 に連続性と不連続性にかかわっては、加
工原料の生産拠点の一つであるオホーツク地域で
は、地域農業の構造的問題として労働力不足とそ
れを補うための大規模化や機械化投資が着実に進
行する中でのコロナ禍への対応であった。とくに
酪農経営においては構造的な問題に加えて、コロ
ナ禍による影響が出てくると考えられる。また、
コロナ禍そのものへの対応は、一過性のように見
えるが、根本的には農畜産物過剰が背後に存在し
ていると考えられる。小麦などは需要と供給のミ
スマッチが見られるので、そこをどう改善してい
くかが今後の課題になってくるであろう。
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